
はじめに

産業高度化の一側面として、いわゆる「ハイテク財」、もしくは「知的集約財」

の生産および輸出の拡大を挙げることができる。労働および資本という二大生産要

素がたとえ不変であっても、知識・ノウハウは一旦入手すると少なくとも組織内に

おいては「公共財」のように何度でも活用することができるため、その新たな取得

によって一国の産業は飛躍的に高度化することができるのである。そして国内にお

いて知識・ノウハウを活用し生産された知的集約財はいわゆる高付加価値の財であ

るため、これら製品の輸出により貿易収支の黒字化による経済成長が促進されるこ

とは日本の経験などにより周知の通りである１。ここで東アジア、中でも東南アジ

ア諸国における１９８０年代からの経済成長率が他地域の途上国と比較して高位で推

移したことの要因として、いわゆる輸出指向型工業化政策が挙げられている２。さ

らにWTOの新交渉の開始、二国間自由貿易協定の本格始動など経済のグローバル

化に伴い、いわゆる国際分業が今後ますます進展することが予想され、これに伴い

アジア諸国の輸出財の構成も変化を遂げざるを得ないと考えられる。すなわち日本

において経験されたものと同様の産業高度化、あるいは輸出競争力の強化が、
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ASEAN・中国の知識集約型貿易の発展

１ 日本における貿易を通じた経済発展の研究として、Yamazawa［１９９０］を参照。
２ 東アジア諸国における貿易を通じた経済発展の研究としては、渡辺、梶原［１９８３］、高中［２０００］、

山澤［２００１］などを参照。
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ASEAN諸国および中国の直面する最優先課題の１つであるといってよい。本章で

は、産業高度化・輸出競争力強化の度合いを測る目安の１つとして、東アジア諸国

の知識集約財の輸出入動向を主に取り上げ、ASEAN諸国および中国に焦点を当て

て分析を行うこととする。

第１節 特許データに見る知識・ノウハウの集積

表１に一部のアジア諸国およびその他諸国の特許取得データを示す。この表が示

すこととして、第１に日本、米国における特許件数が圧倒的に多いことが分かる。

第２に、近年は中国においても特許件数が６桁に達し、これが１９９５年以降におい

て急速に見られ始めた傾向であることが見てとれる。第３に、ASEAN諸国は一部

の国しかデータがないものの、１９９９年においてシンガポール、インドネシア、ベ

トナムは５桁の取得件数に達しており、中国と拮抗している。もっとも特許件数は

人口規模にも依存するため、人口の格段に多い中国と同水準の上記ASEAN諸国

においては、知識の蓄積が国内においてかなり先行していると考えられる。またマ

レーシア、タイおよびフィリピンは４桁の特許取得件数を有しており、中国および

上記ASEAN諸国に比べると大きな格差があるものの、人口差を考慮すると、ほ

ぼ拮抗しているといえる。このほか韓国は、取得件数において中国の倍以上であり

欧州諸国と肩を並べるに至っている。東アジアにおいては全般的に特許取得件数は

急速に拡大していることが指摘されよう。

しかし居住者による取得件数である括弧内の数字を見ると、ASEAN諸国および

中国においては、日本や韓国などに比して特許件数全体に占める居住者の割合が極

端に低く、１パーセントにも満ちていないことが分かる。すなわち自国内における

特許であっても、その実体は大半が非居住者によるものである点がASEANおよ

び中国の大きな特徴となっている。おそらく外資系企業からの海外直接投資に伴っ

て流入する技術者による特許取得が過半を占めているものと推測することができ、

ASEANおよび中国の知識面に関する外国への大きな依存度を見て取ることができ

る。

次に各国における特許等使用料を表２に示す。これによると、第１に２０００年に

おいて自国において申請・取得された特許等から得られる受け取り収益が他国への
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同種の支払いを上回っているのは米国とフランスのみであることが分かる。第２

に、日本も含めて東アジア諸国は特許料の純支払国となっている。第３に、中国、

およびASEAN諸国中でデータが入手できるフィリピンとタイにおいては特に純

支払国としての傾向が高く、このことは労働・資本に加え産業高度化に不可欠な生

産要素としての知識・ノウハウに関してこれら諸国は依然、他国からのいわば「輸

入」に大きく依存していることを示す。

国際収支に反映されない側面として、知識・技術とは厳密にこれを市場価格にお

いて評価することはできず、むしろ特許などの明示的情報からこぼれ落ちる部分の

情報・ノウハウが蓄積国内において生産活動の高度化に寄与しているとが考えられ

る。そのため、ASEAN諸国および中国においては、自国もしくは自国人により知

表１ 各国・各地域における特許取得件数
（括弧内は、うち居住者による取得件数）

国・地域 １９９０年 １９９５年 １９９９年 国・地域 １９９０年 １９９５年 １９９９年

韓 国 ２０，５９５
９６，５５７

（５９，２４９）
１３３，１２７
（５６，２１４）

ベトナム ２９
１６，９８２
（２３）

４２，２１２
（３７）

台 湾 n.a. n.a. ３１，１１５ イ ン ド ２，１２９
６，５６６

（１，５４５）
３８，３６２
（１４）

中 国 ２８，１７６
４１，７７３

（１０，０６６）
５２，３４８
（１４６）

日 本 ３０３，９６０
３８８，９５７

（３３５，０６１）
４４２，２４５

（３６１，０９４）

香 港 １，０９３
１，９６１
（２３）

６，０４０
（４２）

米 国 ９１，２４５
２３５，４４０

（１２７，４７６）
２９４，７０６
（１３８３１３）

インドネシア n.a. n.a.
４２，５０３
（０）

英 国 １２，６９９
１１５，７５４
（２５，３５５）

１９２，８７５
（３１，３２６）

マレーシア n.a.
４，０５２
（１４１）

６，４５１
（１７９）

ド イ ツ ６９，９４３
１３６，６１５
（５１，９４８）

２２０，７６１
（７４，２３２）

フィリピン １，２５６ ９７
３，３６１
（１４４）

フランス １５，４３０
８９，７６６

（１６，１４０）
１３８，４５５
（２０，９９８）

シンガポール ８８０
１１，８８１
（１０）

５１，４９５
（３７４）

イタリア １４，８２４
６４，９５５
（１，６２５）

１２８，２６０
（９，６１３）

タ イ n.a. n.a.
５，０７１
（４７７）

（出所）１９９０年は The European Patent Office データベース（http : //ep.espacenet.com/）；１９９５
年、１９９９年はWorld Bank［２００２］。
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識・技術を蓄積することの持つ経済全体へのプラスの波及効果（もしくは外部効

果）を享受する度合いは、統計に表されているよりさらに低いといえるかもしれな

い。

第２節 ASEAN・中国による知識集約財の対世界貿易

他国から得られた特許技術であっても、それを自国において知識集約財として体

化させることは、さらなる産業高度化に向けた重要な取り組みの１つである。表３

は、本章において用いる「知識集約財」をリストしている。これらは、OECD

［１９９４］において用いられている「ハイテク製品（high technology product）」で

あり、１１の大分類と４６の製品群から構成されている。これらのハイテク製品は、

その生産にあたり特許をはじめとした知識・ノウハウを集約的に使用する性質を有

していると考えられる。もちろん、その他の製品との厳密な境界線が存在するわけ

ではないが、このような製品群を定義しその動向を見ることは産業高度化の動向を

表２ 各国における特許等使用料

１９９１年 １９９５年 ２０００年 １９９１年 １９９５年 ２０００年

韓 国
受取 ６０．５ ２９９ ６８８

米 国
受取 １７，８２０ ３０，２９０ ３８，０３０

支払 １，５８１ ２，３８４ ３，２２１ 支払 ４，０４０ ６，９３０ １６，１００

台 湾
受取 ２１９．０ ２４１ ３７１

英 国
受取 ３，３３９ ６，０８０ ７，５３８

支払 ８９４ ９３７ １，８３４ 支払 ３，３７０ ５，１９８ ６，５０３

中 国
受取 n.a. n.a. ８０．４

フ ラ ン ス
受取 １，３８８ １，８５０ ２，３１０

支払 n.a. n.a. １，２８１ 支払 １，７４８ ２，３２０ ２，０５１

フィリピン
受取 n.a. ２．０ ７．０

ド イ ツ
受取 １，８８８ ３，１３４ ２，８２１

支払 ５６．０ ９９．０ １９７ 支払 ４，２４０ ５，９１７ ５，４５４

タ イ
受取 ２．１ ０．６ ８．７

イ タ リ ア
受取 ２４８ ４６２ ５６３

支払 ２０６．１ ６３０ ７１０ 支払 １，４７２ １，１６６ １，１９８

日 本
受取 ２，８６５ ６，００５ １０，２２７

支払 ６，０５１ ９，４１７ １１，００７

（出所）国際貿易投資研究所「世界主要国の直接統計集」平成１４年３月版。
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表３ 「知的集約財」の分類

大 分 類 主 な 製 品 群

１ 医薬品 （１）ビタミン製品；（２）ホルモン製品；（３）血清、ワクチン；（４）医

療診断用試薬；（５）その他医療製品

２ プラスチック、ゴ

ムおよび繊維製品

（６）ポリマー；（７）熱可塑性資材；（８）ポリアセタルその他ゴム；

（９）天然・合成ゴム

３ 微細化学 （１０）鉱物性燃料添加物；（１１）触媒；（１２）染料；（１３）高度技術を要する

美容製品；（１４）写真・映写機用感光剤；（１５）農業化学製品；（１６）接着

剤、電子用化学製品および工業用化合物

４ オートメーション

機器

（１７）機械機材、制御機械および工業用ロボット

５ オフィス機器 （１８）コンピュータおよびオフィス機器；（１９）メモリ；（２０）コピー機；

（２１）その他オフィス機器

６ 消費者向け電子機

器・電気通信機器

（２２）ビデオ、オーディオ信号機器、録音再生機器；（２３）マイクおよび

拡声器；（２４）ラジオおよびテレビ送受信機；（２５）テレビカメラ；（２６）

電話機；（２７）スイッチ部品；（２８）レーダー製品；（２９）その他電気通信

機器・部品

７ 医療用電子機器 （３０）電子診断用機器；（３１）エックス線機器

８ 電子部品 （３２）プリント回路およびその他電子部品；（３３）ブラウン管およびその

他電極管；（３４）能動電子素子

９ 航空機器 （３５）ヘリコプター・航空機および関連部品、ミサイルおよび宇宙航行

機、航空エンジン

１０ 精密部品および測

定・工作機器

（３６）ナビゲーション、水理工学、地球物理および気象用機器；（３７）製

図、計算および立体測定用機器；（３８）物理・化学分析用機材・システ

ム；（３９）その他測定・制御用機器；（４０）制御および自動制御用機器・

システム；（４１）電気信号・放射線測定制御機器；（４２）精密部品、液体・

気体測定制御機器およびそれら部品

１１ 光学機器 （４３）光ファイバーワイヤー、光ファイバー；（４４）レンズ、プリズム、

鏡およびその他光学用品；（４５）精密作業用光学機器；（４６）写真・映像

用機材、その他関連機材

（注）それぞれの貿易商品に対応する標準国際貿易商品分類（改訂第３版）についてはOECD
［１９９４］参照。

（出所）OECD［１９９４］に基づき筆者作成。
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見る上で有益である。

１．知識集約財の対世界輸出

表３で定義される知識集約財に関する東アジア各国および米国の対世界輸出デー

タを表４に示す。表４を見るとまず第１に米国および日本の知的集約財の輸出が極

めて顕著であることが分かる。第２にシンガポールが同財の輸出拠点として近年台

頭してきており、他のASEAN諸国であるマレーシア、フィリピン、タイ及びイ

ンドネシアにおいても年を追うごとに知的集約財の輸出額は高まりを見せている点

が指摘できる。第３に中国における知識集約財の輸出額は１９９０年から２０００年まで

の１０年間に飛躍的に高まりを見せているが、絶対額で比較すると２０００年において

まだシンガポールには及ばず、マレーシアと同水準であることが分かる。

表４ 各国における知的集約財の輸出（対世界）

（単位：１００万米ドル）

国・地域 １９９０年 １９９５年 ２０００年

インドネシア １，１９８（４．７） ４，２４７ （９．４） ８，００６（１１．６）

マレーシア ９，２２７（３１．３） ３１，７４２（４３．０） ４４，２０７（４５．０）

フィリピン n.a. ２，８０５（１６．３） ２０，７７６（５４．６）

シンガポール １８，８３９（３５．７） ５６，８７３（４８．１） ７１，２３５（５１．７）

タ イ ３，３３４（１４．５） １３，６３０（２４．２） １７，２７６（２５．１）

ASEAN Five（上記５ヶ国計） ３２，５９８a（２４．９） １０９，２９７（３５．２） １６１，５００（３９．２）

中 国 １，７３４（４．９） １６，４３１（１１．０） ４５，３７０（１８．３）

香 港（輸出のみ） ２，５８１（８．９） ６，２００（２０．７） ５，４３６（２３．１）

香 港（再輸出のみ） ２，３３１（４．４） ３０，５５７（２１．２） ３０，３６６（１７．０）

韓 国 １５，３５７（２９．７） ３６，９０８（２９．０） ５４，５１３（３１．７）

台 湾 １５，９７２（２４．１） ３２，９０３（２９．１） n.a.

日 本 ７４，４１５（２５．９） １２２，６０２（２７．７） １２２，５６６（２５．６）

米 国 １０４，７９７（２８．２） １５１，３３４（２７．７） １９９，９８３（２８．１）

（注）括弧内は総輸出に占める知識集約財の比率（パーセント）。
aフィリピンを除いた４ヶ国計。

（出所）日本貿易振興会アジア経済研究所、貿易データベースAIDXT；国連統計局、貿易デ
ータベースPC-TAS；台湾貿易統計より筆者作成。
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総輸出額に占める知的集約財の比率を見ると、１９９０年からこの数字は東アジア

全体で高まりつつあり、特にフィリピン、シンガポールにおいては２０００年のデー

タでは５０パーセントを超えている。マレーシアにおいても２０００年には５０パーセン

ト近くが知識集約財の輸出で占められており、ASEAN諸国全体における知識集約

財の輸出に占める比率は年を追うごとに高まっており、同財の輸出額が急速に高ま

りを見せていることが分かる。一方中国においては、総貿易額に占める比率におい

て知識集約財の比率は１９９０年から２０００年までの１０年間に着実に高まっているもの

の、ASEAN諸国と比較すると依然低いレベルにとどまっていることが分かる。

２．知識集約財の対世界輸入

表５は東アジア各国および米国における知識集約財の対世界輸入動向を示してい

る。個々の国を見ると、インドネシア以外の同表に掲載したASEAN諸国では知

識集約財の輸入においてもやはり絶対額、総輸入に占める比率ともに年々高まりを

見せていることが分かる。ASEAN諸国全体で見ても輸入面における同財のシェア

は高まりつつあることが分かる。ここで注意すべきは、知識集約財の輸入には部品

など中間財も含まれている点である。特にASEAN諸国には日米欧に本拠地を置

く多国籍企業が低いコストで知識集約財を生産するために活発な直接投資を展開し

ており、そのことがこれらASEAN諸国における海外からの部品・中間財の輸入

依存度を高めている可能性がある。換言すると、自国内の産業と連関をほとんど持

たない多国籍企業の集積地、もしくは「飛び地」からの輸出が知識集約財の輸出増

の実体であると考えられる。もっとも若干ではあるが、輸入に占める知識集約財の

比率が輸出に占めるそれを下回っており、金額的にも知識集約財の輸出額が同財の

輸入額を上回っている。このことは、輸入材の一部はASEAN諸国内において高

付加価値の知識集約財の生産に用いられており、産業高度化が着実に進展している

と捉えることもできる。

一方の中国においても、やはりASEAN諸国と同様、知識集約財の金額、総輸

入比率とも高まりを見せている。ASEANと比較した場合に特徴的なのは、第１に

輸出の場合と同様、輸入においても総貿易額に占める同財の比率は低い点である。

輸出に表された産業高度化の度合いがASEANよりも低いと言える。第２に、金

額、比率の双方において、輸入の数値が輸出のそれを上まわっており、このことも

ASEANと対照的な動向を示している。すなわち、中国においては消費財としての
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知識集約財を外国からの輸入に依存しており、自国内において付加価値生産を行い

輸出するという意味での産業高度化はASEANに比してやや遅れていると考えら

れる。

３．知識集約財の貿易収支

次に表４、５より得られる知識集約財に関する対世界貿易収支のデータを表６に

示す。まずASEAN諸国を見ると、シンガポール、マレーシアにおいては１９９０、

１９９５、２０００年の３つの年の知識集約財貿易において黒字でかつその額が飛躍的に

増大していることが分かる。特にシンガポールにおいては、２０００年において、貿

易全体の黒字幅以上の額を知識集約財の貿易黒字が示しており、貿易を通じた経済

成長の要としての役割を持っていると言える。マレーシアにおいても知識集約財の

貿易黒字が貿易全体の黒字に大きく貢献しており、両国とも産業高度化が着実に進

表５ 各国における知的集約財の輸入（対世界）

（単位：１００万米ドル）

国・地域 １９９０年 １９９５年 ２０００年

インドネシア ３，１９７（１４．６） ５，２０４（１２．８） ３，３０４（９．９）

マレーシア ８，４５６（２８．９） ２８，１４９（３６．５） ３５，６４７（４３．９）

フィリピン n.a. ４，７３８（１６．６） １１，６０４（３４．３）

シンガポール １３，９０２（２２．９） ４３，４４７（３４．９） ５４，６３７（４０．６）

タ イ ５，０２８（１５．１） １４，１４４（２０．０） １５，５２９（２５．３）

ASEAN Five（上記５ヶ国計） ３０，５８３a（２１．１） ９５，６８２（２８．０） １２０，７２１（３５．１）

中 国 ２，５１３（８．０） ３２，４６８（２４．６） ５５，０４６（２４．５）

香 港 ４，２５１（５．０） ４２，７４４（２１．８） ５６，１００（２６．２）

韓 国 １２，４７７（２４．６） ２６，７５２（１９．３） ３８，２４４（２３．９）

台 湾 １０，８９２（２０．２） ２６，９３５（２５．９） n.a.

日 本 ２３，４７２（１０．２） ５２，２４０（１５．５） ６１，８０５（１６．３）

米 国 ８６，３２１（１６．７） １６８，１７１（２１．８） ２３８，７７８（１９．０）

（注）括弧内は総輸出に占める知識集約財の比率（パーセント）。
aフィリピンを除いた４ヶ国計。

（出所）日本貿易振興会アジア経済研究所、貿易データベースAIDXT；国連統計局、貿易デ
ータベースPC-TAS；台湾貿易統計より筆者作成。
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行していると考えられる。フィリピン、インドネシア、タイにおいて特徴的なの

は、知識集約財の貿易は１９９０年における大きな赤字傾向から１９９５年においては赤

字幅が縮小し、２０００年に至っては黒字化している点である。特にフィリピンにお

いては、２０００年において知識集約財の貿易黒字が全体としての貿易黒字を上回っ

表６ 東アジア諸国および米国における知識集約財の貿易収支a
（括弧内は貿易全体の収支〈総輸出－総輸入〉）

（単位：１００万米ドル）

国・地域 １９９０年 １９９５年 ２０００年

インドネシア
－１，９９９
（３，８３８）

－９５７
（４，７８９）

４，７０２
（２８，６１９）

マレーシア
７７１
（２０８）

３，５９３
（－３，２６８）

８，５６０
（１６，９４０）

フィリピン n.a.
－１，９３３

（－１１，３１３）
９，１７２
（４，２７１）

シンガポール
４，９３７

（－８，０６０）
１３，４２６

（－６，２４０）
１６，５９８
（３，２６０）

タ イ
－１，６９４

（－１０，３０２）
－５１４

（－１４，４３６）
１，７４７
（７，３３６）

ASEAN Five
（上記５ヶ国計）

２，０１５c

（－１４，０２７）
１３，６１５

（－３１，２１９）
４０，７７９
（６８，０５５）

中 国
－７７９
（４，０５３）

－１６，０３７
（１６，６９６）

－９，６７６
（２４，１０９）

香 港b
－１，６７０
（－２，３３５）

－３６，５４４
（－２２，２０１）

－５０，６６４
（－１１，３５８）

韓 国
２，８８０
（８３６）

１０，１５６
（－１０，３６８）

１６，２６９
（１１，７８８）

台 湾
５，０８０

（１２，５３１）
５，９６８
（９，０５９）

n.a.

日 本
５０，９４３
（５５，５４５）

７０，３６２
（１０６，８４３）

６０，７６１
（９９，５８５）

米 国
１８，４７６

（－１４４，１６９）
－１６，８３７

（－２２４，３７９）
－３８，７９５

（－５４５，８６８）

（注）a知識集約財の輸出－知識集約財の輸入。b再輸出を含まない。cフィリ
ピンを除いた４ヶ国計。

（出所）日本貿易振興会アジア経済研究所、貿易データベースAIDXT；国連統
計局、貿易データベースPC-TAS；台湾貿易統計。
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ており、経済成長に大きく貢献している。

次に中国を見ると、貿易全体の収支においてはどの年も貿易黒字を記録している

のに対し、知識集約財に限った場合においては、どの年においても貿易赤字となっ

ており、２０００年においても赤字幅は１９９５年に比べて縮小したものの、依然として

貿易均衡、あるいは黒字には至っていない。これは中国が知識集約財以外の輸出に

より購買力を高めつつあることを示すものの、知識集約財の輸出を始める段階には

至っておらず、従って産業高度化に関して依然として多くの課題を抱えていること

を表している。

韓国・台湾においては知識集約財が１９９０年、１９９５年、２０００年のいずれの年にお

いても純輸出となっており、他国から購入した特許使用権を有効に活用しつつ国内

において知識集約財の生産および輸出を行っていることが分かる。香港においては

知識集約財の貿易収支はどの年もマイナスとなっているが、香港が知識集約財の生

産基地ではなくむしろ中継貿易地として機能していることを示している。全般的

に、先発ASEAN諸国の産業高度化は着実に進展しており、規模の面からはなお

日本には及ばないものの韓国、台湾に比肩しうる水準となっていると言うことがで

きよう。中国においては依然として知識集約財の消費の増大が主に観察され、産業

高度化による同財の輸出競争力強化は今後の課題と言える。

第３節 ASEAN・中国を中心とした知識集約型産業の貿易マトリクス

前節においては東アジア諸国における知識集約財の対世界貿易を見たが、本節に

おいては同財の世界各地域間の貿易を概観することにより、世界経済における知識

集約財の生産と貿易の役割を把握したい。表７に知識集約財の地域・国間貿易マト

リクスを示す。

これによると、まずASEANにおいては知識集約財の輸出先としては、米国、

ASEAN域内、EU向け輸出が大きく、次いで日本、香港向けなどとなっている。

米国をはじめとした先進国・地域向けの輸出が大きいことの背景には、ASEAN地

域が先進国に本拠を置く多国籍企業からの海外直接投資先としてますます重要性を

高めていることが推測できる。ASEAN域外からの知識集約財の輸入も年を追って

増加しており、ASEANは知識集約財の純輸出国としての位置をますます強めてい
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表７ 知識集約財の貿易マトリクス （単位：１００万米ドル）

輸入地
輸出地

ASEAN
Fiveb

中 国 香 港 韓 国 日 本 米 国 EU１２c 世界合計a

ASEAN Fiveb

１９９０ ４，９４６d ３１７ １，５０５ ８５１ ２，１０７ １１，３７３ ５，２７６ ３２，５９８
１９９５ ２１，９６５ １，２４７ ７，４４２ ２，６３１ １０，９７５ ２９，７８４ １４，１９７ １０９，２９７
２０００ ３５，０２３ ４，５５４ １０，４１７ ５，６５５ １６，５０２ ４０，２５２ ２７，２２０ １６１，５００

中 国
１９９０ ７７ － １，０９４ ３ ５５ １０１ １５２ １，７３４
１９９５ １，２１６ － ４，３６２ ３７３ ２，３４６ ３，０７５ ２，１２５ １６，４３１
２０００ ３，４７８ － ９，２５１ １，５２０ ５，２９４ １１，５２９ ８，６１０ ４５，３７０

香 港e

１９９０ １８６ ８８９ － ４３ ６６ ５３３ ４９５ ２，５８１
１９９５ １，０６６ ２，０３６ － １１２ ３３５ １，１７９ ６０４ ６，２００
２０００ ７７５ １，７８９ － ６８ ２０５ ９８２ １，８１８ ５，４３６

韓 国
１９９０ １，４３０ n.a. ８９２ － ２，０１１ ５，２１０ ２，２４５ １５，３５７
１９９５ ５，７７１ １，６０８ ２，７９７ － ４，２８７ １１，２０２ ４，０２４ ３６，９０８
２０００ ７，９８６ ３，６３３ ３，７６６ － ５，５９１ １５，２６８ ７，９６６ ５４，５１３

日 本
１９９０ ７，５８９ １，５６３ ４，０４７ ４，２８３ － ２５，０６４ １５，８６２ ７４，４１５
１９９５ ２２，２８０ ４，３０７ ８，８６８ ８，７０９ － ３８，３５５ １８，９８１ １２２，６０２
２０００ ２２，８１９ ７，５３２ １０，０４４ ９，９９２ － ４４，４８５ ２６，９９２ １２２，５６６

米 国
１９９０ ８，６０５ １，４５７ ２，０４６ ３，７０４ １１，７８７ － ２５，８８６ １０４，７９７
１９９５ １７，４５１ ３，２６８ ４，７２２ ８，０８３ １６，３２４ － ２９，１２６ １５１，３３４
２０００ ２４，１９５ ５，７５８ ５，１７３ １２，５０４ ２０，８２１ － ６２，４６９ １９９，９８３

EU１２c

１９９０ ２，９２７ ２５４ ２０３ １，３１４ ３，０２１ １０，９９４ n.a. n.a.
１９９５ ９，２６６ ４，０２８ ３，５７０ ２，４８９ ５，４７９ １８，３２１ n.a. n.a.
２０００ １１，７８２ ５，４０２ ４，５３２ ４，３１５ ８，１８８ ４９，８５３ ２２１，６３１ ４３９，９７２

世界合計a

１９９０ ３０，５８３ ２，５１３ ４，２５１ １２，４７７ ２３，４７２ ８６，３２１ n.a. n.a.
１９９５ ９５，６８２ ３２，４６８ ４２，７４４ ２６，７５２ ５２，２４０ １６８，１７１ n.a. n.a.
２０００ １２０，７２１ ５５，０４６ ５６，１００ ３８，２４４ ６１，８０５ ２３８，７７８ n.a. １，２１８，８２７

（注）a 貿易データベースPC-TAS掲載国の合計値。
b ASEAN Fiveとは、インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、マレーシアを指
す。

c EU１２とは、ドイツ、ベルギー、デンマーク、スペイン、フランス、ギリシャ、アイル
ランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ポルトガル、英国を指す。

d フィリピンのデータを含まない。
e 再輸出を含まない。

（出所）日本貿易振興会アジア経済研究所、貿易データベースAIDXT；国連統計局、貿易データ
ベースPC-TASより筆者作成。
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ることが読みとれる。中国向け輸出は１９９０年から２０００年の１０年間において名目金

額ベースで１０倍を上回るまでに拡大していると同時に、中国からの輸入も同水準

で推移している。東アジアにおける域内貿易の活発化が知識集約財においても見ら

れることが分かる。２０００年にはASEANFiveからの知識集約財の輸出額が日本の

それを上回り米国の輸出額に迫る勢いであり、全体的にASEAN諸国においては

輸入代替・輸出指向工業化政策に基づいた活発な知識集約財の生産・貿易の進展が

観察される。

次に中国を見ると、知識集約財の主な輸出先は２０００年における大きい順から米

国、香港、EU、日本、ASEANとなっており、これに対して同年の主な輸入相手

先は大きい順に日本、米国、EU、ASEANである。上述のように知識集約財の対

世界貿易では中国は貿易赤字となっており、米国、日本に次ぐ中国の世界における

一大消費地域としての位置が浮かび上がってくる。知識集約財には部品の貿易も含

まれていることから、貿易赤字は中国国内における知識集約財分野のいわゆる裾野

産業の脆弱性を示しているともいえる。中国から各国・地域への知識集約財の輸出

額は増加傾向にあるものの、２０００年においてもASEAN諸国の輸出額合計の３分

の１以下にとどまっており、中国における産業高度化は今後の課題であると言え

る。しかし中国のWTO加盟により今後先進国に本部を置く多国籍企業の中国への

進出がさらに促進されることが予想されており、このことがアジアにおける知識集

約財の生産・輸出基地としての中国の台頭を現実のものとするかも知れない状況は

今後十分注視していく必要がある。

おわりに

本章では、産業高度化の一側面としての知識集約財の生産と貿易に焦点をあて

て、東アジア諸国、特にASEAN諸国および中国における同財の輸出入が１９９０年

以降急速に高まりを見せつつある点を明らかにした。以下では、知識集約財の産業

高度化における役割について考察したい。冒頭でも述べたように、知識・ノウハウ

とは理論上、何度でも利用可能であるため、労働・資本などの「私的財」に対して

いわば「公共財」的側面を有する。そのため労働・資本の量的拡大に制約条件が課

されている場合においても、知識集約財を生産し輸出することによって各国は経済
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成長を促進することができる。そして知識・ノウハウなど生産技術は単に特許に体

化されるのみならず、その蓄積過程自体が産業高度化を意味すると考えることがで

きる。

ASEANおよび中国においては、産業高度化に向けた取り組みが近年大きく進展

しつつあることは疑いのない事実である。しかしこれら諸国においては、特許取得

件数に占める居住者割合の低さ、および取得した特許によるロイヤリティー稼得度

の低さが示すように、依然として先進国からの知識の流入に大きく依存していると

考えられる。このような視点に立った場合、ASEAN諸国および中国がさらなる産

業高度化を推進するためにどのような取り組みが必要であろうか。

第一に自前の産業技術の育成が必要と思われる。いわゆるマネーゲームに象徴さ

れるような、短期的かつ勝者の背後に必ず敗者が存在する「ゼロサム」的な利益で

はなく、工業分野における製品・プロセスイノベーションによる産業高度化を目指

すべきである３。特に知識やノウハウ、より具体的に産業技術というものの市場は

不完全性であり正当な価格付けが困難であるだけに、海外から特許を購入するより

も自国において開発することがメリットにつながることもあり得るのである。

ASEANおよび中国においては、工業化において先進国に遅れを取っているため、

初期段階において外国技術を導入することが不可欠であると思われるが、その際に

も常に自国（もしくは自国人）による知識の蓄積に努力を傾注するべきであろう。

第二にはその上でいわゆる得意分野への特化が枢要であると考えられる。今日の

高度化された産業技術分野においては、いわゆるハイテク分野も非常に細分化され

ている。そのため、昨今のアジアにおける包括的経済連携協定締結に向けた動き

の進展に見られるように相互補完的な貿易システムの構築下において、どの分野

の知識集約財に特化して比較優位を取得するべきかを戦略的に考慮することは

ASEAN、中国を始め関係各国にとり重要な課題である。

そして第三に、特化と同時にコヒーレント（整合的）な多角化の必要性が挙げら

れる。知識・技術というものは隣接分野においては密接な相互連関を持っているた

め、より連関度の高い産業分野を自国内に取り込むことにより、効率的な産業高度

化が促進されると思われる。特にフィリピン、シンガポール、マレーシアにおいて

は、知識集約財の貿易に占める率がすでに５０パーセント前後に達しているため、

３ 産業高度化に関する日本の経験を扱った資料として、例えば相田［１９９１］を参照。

第３章 ASEAN・中国の知識集約型貿易の発展
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次のステップとして、いわゆる裾野産業の強化を含めた産業の多角化を行うことが

枢要であると考えられる。

最後に日本を含めた先進工業国はASEANおよび中国の産業高度化に対して、

どのような姿勢を持つべきであろうか。標準的な国際貿易の理論が示すところによ

ると、貿易相手国において産業の高度化がもたらされた場合、その果実として相手

国において生産される相対的に安価な財を貿易により交換することによって双方と

も利益を得ることができるのである。この意味において、日米欧の先進工業国も自

らが保有する知識・技術といった産業高度化および輸出競争力強化に不可欠な資源

を積極的にASEAN諸国および中国に供与していくことが枢要である。知識・技

術といったものは静的なものではあり得ず、絶えず発展を遂げていく性質のもので

ある以上、それらの既存の知識・技術を自国に囲い込むのではなく適切な形で

ASEAN・中国など途上国に積極的に開示していくべきである。このことは、東ア

ジアにおいて包括的経済連携が実現した場合に、動的な産業高度化を域内各国にも

たらすものと考えられる。

（石戸 光）
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